

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合計 24276 52248 58242 300
X 2乗検定
CramerのV
1％水準で有意
0.240
1％水準で有意
0.228
1%水準で有意
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で，流動投票に寄与する」については，候補者投
票の流入促進効果を否定するものではないが，流
出防止効果に比べると，数的にも割合的にも影響
力は極めて小さいというのが本稿での結論である。
4．結論と含意
本稿では，「サーベイデータにおいても，候補
者投票は安定に寄与するのか」をリサーチクエス
チョンとし，2つの仮説，「候補者投票は，他政
党の候補者や棄権への「流出」を防ぐ．という意味
で，安定投票に寄与する｣，「候補者投票は，他政
党の候補者や棄権からの「流入」をもたらすとい
う意味で，流動投票に寄与する」をそれぞれ検証
した。
その結果，前回自民党に投票した人のうち，今
回の自民党候補者に対して好感や好印象を持つ人
ほど，今回も自民党に投票し，そうでない場合は
自民党に投票しなくなることが分かった。自民党
候補者に対して好感や好印象を持つこと，また自
民党に投票することに対しては，自民党支持であ
るか否かも重要である。しかし，自民党支持者で
も好感や好印象がより一貫投票に寄与する点，支
持していない場合でも好感や好印象を持つことが
できれば非常に高い確率で一貫投票する点から，
政党要因でコントロールしてもなお候補者要因の
投票行動への影響があるといえる。よって，仮説
①は実証された。
前回自民党に投票しなかった人についても，今
回の自民党候補者に対して好感や好印象を持つ人
ほど，今回は自民党候補者に投票する傾向がうか
がえたが，前回自民党投票者と比べると影響は小
さかった。その理由として，まず候補者要因を持
つ人自体が少ないことが挙げられる。また，当然
ながら前回自民党に投票しなかった人には，自民
党支持者は極めて少ない。自民党支持者でなけれ
ば，候補者要因を持つ可能性も，それにより自民
党に投票する可能性もほとんどない。さらに，た
とえ自民党支持者であっても，候補者要因を持つ
人は半数程度で，それが自民党への投票に結びつ
<という人も少ない。よって,仮説②については，
流入をもたらす効果の存在は確認できたが，影響
は極めて小さい。
以上より，「有権者レベルにおいても，基本的
に候補者投票は安定に寄与する」というのが本稿
の結論である。
流入効果の小ささについては，前回自民党に投
票しなかった人の多くが今回の自民党候補者に対
して投票の基準となり得る評価印象を持たない
ことが特徴として挙げられる。前回自民党に投票
しなかったのだから良い評価，印象を持ちづらい
のは当然としても，表4によれば良い評価どころ
か悪い評価すら持っていない。先行研究でも候補
者要因の影響が小さくなっていると指摘されてい
たが，「候補者要因よりも政党要因で投票する」
というよりは「候補者要因がわからないから政党
要因のみで投票する」という人が増加しているの
かもしれない。その理由として，候補者要因を形
成する候補者の情報を手に入れられない有権者が
増えている可能性が考えられる。
そうであるならば，選挙情報の収集に利用する
メディアに注目する必要があるだろう。政党に関
する情報は全国的な情報なので，テレビでも取り
上げられるなど日常生活でも接触しやすい｡一方，
候補者に関する情報はテレビで目にする可能性が
低く，手に入れるには個人演説会に参加したり，
候補者のホームページを見たりと，ある程度積極
性が必要であるが，そこまでして候補者のことを
知りたいと思う有権者は多くはないだろう。以上
の仮定に基づくと，選挙情報源が，政党投票か候
補者投票か，ひいては流動投票か安定投票かに影
響を与えているのかもしれない。メディアと候補
者要因の関係については今後さらに追究していき
たい。
なお，本稿で取り上げた山田候補は，世襲や地
方議員出身ではない新人候補であったので，有権
者が充分に情報を得られなかったという可能性も
ある。現職や極めて知名度の高い候補者が出馬す
ると，候補者要因を持つ有権者が増え，流入効果
も大きくなるのかもしれない。今回の分析結果が
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一般性を持つかどうかは別のデータで再検証すべ
きであろう。
また，先行研究でも指摘されているように，用
いる指標によって候補者要因の投票行動に対する
影響に違いがあることもわかった。本稿では，絶
対評価，相対評価，印象をそれぞれ説明変数とし
たが，たとえば「実行力を評価できるから,A候
補が好き」など，印象→評価という因果関係があ
るのかもしれない。候補者要因間の関係の分析に
ついても，今後の課題とする。
【注】
l)公益財団法人明るい選挙推進協会.2015「第
47回衆議院議員総選挙全国意識調査調査結果
の概要』
2）グローバルCOEプログラム慶應義塾大学「市民社
会におけるガバナンスの教育研究拠点」が実施し
た有権者意識調査を使用
3）本稿では2012年衆院選および2013年参院選の選挙
区選挙を連続する2回の選挙とするため，両選挙
における候補者の顔ぶれは一致しない。安定．流
動の判断基準は，公認政党が一致しているか否か
である。
4）母集団は金沢市の有権者約36万人で，金沢市選挙
人名簿より無作為抽出した1500人に回答を依頼し
た。挨拶状，アンケート用紙ボールペン，返信
用封筒を郵送し，返送期限は投函からll日後の8
月19日頃に設定した。回収率は38.2%(573/1500)
であった。
5）この質問での「どの候補者（政党）に投票したか
忘れた」への回答は，小選挙区で13.4%,比例代
表で7.5％であり,80%以上の回答者について，ど
の政党に投票したかまたは棄権したか，明確な回
答を得られている｡
6）「非X党一貫｣には,他党候補者に一貫投票する人，
他党間で流動的な投票をする人など様々な投票パ
ターンが含まれるので，安定か流動かを規定する
ことはできない。
7）質問項目は以下の通りである。「あなたは，次に
挙げる政党や候補者（石川県選挙区）に対し，好
意的な気持ちを持っていますか，それとも反感を
持っていますか。好意も反感も持たないときは50
度としてください。好意的な気持ちがあれば，そ
の強さに応じて51度からlOO度，また，反感を感
じていれば，49度から0度のどこかの数字で答え
てください｡」
8）質問項目は以下の通りである。「今回の参議院選
挙の石川県選挙区の候補者について，どのような
印象を持ちましたか。それぞれの候補者について
当てはまる番号をすべて選んで下さい。l.政策や
主張がよい2.実行力がある3.人柄がよい4．
以上のいずれの印象もない」
9）今井（2004）では，先行研究で示された，評価を
用いた分析モデルと印象を用いた分析モデルを
JABISS調査(76年衆院選),JES調査(83年衆院選）
を使用して比較している。分析の結果，印象より
評価のほうが投票行動に与える影響が大きく，候
補者要因として候補者印象をとるか候補者評価を
とるかという問題が結果を左右すると指摘した。
lO)「山田好感なし」の約18%(度数74)がこのケー
スに該当する。
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